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名古屋工業大学の紹介
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明治38 (1905)年3月28日
名古屋高等工業学校 創設

昭和18(1943)年2月16日
愛知県立高等工業学校 創設

昭和24(1949)年5月31日 名古屋工業大学

工業に関する学術の教授並びに研究を行い、人類の平和と幸福とに貢献し得る人間の育成に
つとめることを目的とし、あわせて地方産業の技術開発に寄与することを使命として設立。

平成16(2004)年4月1日 国立大学法人名古屋工業大学

本学は、明治38年に官立の名古屋高等工業学校として創設され、百余年の間、7万人を
超える優れた人材を輩出し、我が国の産業社会の礎を築き、その繁栄を支えてきた。
日本の産業中心地を興し育てることを目的とした中部地域初の官立高等教育機関として設

立されたことを尊び、常に新たな産業と文化の揺籃として、革新的な学術・技術を創造し、有
為な人材を育成し、これからの社会の平和と幸福に貢献することをその基本使命とする。

名古屋工業大学憲章より
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名古屋工業大学の紹介（学生数、役員及び教職員数）

学生数

工学部
（第一部）

工学部
（第二部）

大学院工学研究科
博士前期課程

大学院工学研究科
博士後期課程 合 計

3,953人 112人 1,494人 212人 5,771人

（2020年５月１日現在）

教 員 事務職員 技術系職員 医療職員 合 計

346人 119人 48人 2人 515人

学 ⾧ 理 事 監 事 合 計

1人 3人 2人 6人
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役員数

教職員数
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運営組織・ガバナンス体制（2021年3月 現在）

監 事

学⾧選考会議

産学官教育連携会議

学 ⾧

理 事(研究企画、評価担当)

理 事(教育企画、情報担当)

理 事(総務、労務、財務担当)
教育研究評議会経営協議会

・学⾧を選考

・法人業務を監査

・学内代表者/学外有識者で構成

・主に経営面を審議

・学内代表者で構成

・主に教学面を審議

（代表者） （代表者）

・広く社会から理工系人材育成に関する意見を聴取

・本学の教育改革に反映

・ 事務局
・ 技術部
・ 監査室 他

・ インスティテューショナル・リサーチ室
・ リサーチ・アドミニストレーション室

その他運営組織

・ 工学部
・ 大学院工学研究科
・ 産学官金連携機構
・ フロンティア研究院
・ 図書館

・ 全学共通支援組織(情報基盤センター 他)

・ 教育推進組織(工学教育創造センター 他)

・ 学術推進組織(先進セラミックス研究センター 他)

・ 研究人材高度化組織
(ダイバーシティ推進センター 他)

教育研究組織

役員会
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総合戦略本部(企画立案機能)

運営会議(業務執行機能)

機能分化による迅速な意思決定
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名古屋工業大学のビジョン －中京地域産業界との融合－
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教育組織改革の実施 －2016年度改組の概略図－
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名古屋工業大学Nagoya Institute of Technology

教育組織改革の実施 －博士前期課程の改革構想 2020年4月－

・５専攻を１専攻に集約学位プログラムへ移行
⇒ 工学全体にわたる学修・研究指導を受けられる体制を構築

・ 産業界と連携、数理情報分野の教育など、カリキュラムを強化
・ 創造工学教育課程(1～4年)に接続する「創造工学プログラム」を開設
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日独共同大学院プログラム（コチュテル・プログラム）

・ 独エアランゲン・ニュルンベルク大学との共同で開始(2019年10月からスタート)
・ 複眼的コースワークにより、「ものづくり/ことづくりの考え方」を習得する画期的プログラム
・ 新発想の融合研究の実践により「挑戦性」を育成
・ 分野融合によるイノベーションで、環境対応型エネルギー変換システムの開発を推進
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（2020年５月１日現在）

学生の就職状況 －2019年度就職等状況－
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卒業・修了者数
（人）

進学者数
（人）

進学率
（％）

求職者数
（人）

就職者数
（人）

就職率
（％）

第一部
男 776 589 75.9 174 172 98.9
女 165 86 52.1 72 71 98.6
計 941 675 71.7 246 243 98.8

第二部
男 17 3 17.6 13 12 92.3
女 3 1 33.3 2 2 100.0
計 20 4 20.0 15 14 93.3

博士前期
男 633 16 2.5 613 609 99.3
女 94 1 1.1 89 88 98.9
計 727 17 2.3 702 697 99.3

博士後期
男 20 - - 18 18 100.0
女 4 - - 3 3 100.0
計 24 - - 21 21 100.0

計
男 1,446 608 42.0 818 811 99.1
女 266 88 33.1 166 164 98.8
計 1,712 696 40.7 984 975 99.1
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フロンティア研究院による教育研究機能強化

・ 海外有名大学から、教育研究ユニットを招致
・ 国際共同研究の推進、学生教育の実施、グローバル研究ネットワークを構築

ヨーロッパ地域ヨーロッパ・アジア
＜主な招致機関＞
・ オックスフォード大学(英国)
・ エアランゲン・ニュルンベルク大学(ドイツ)
・ リモージュ大学IRCER研究所(フランス)
・ インド工科大学バラナシ校(インド)

オセアニア
＜主な招致機関＞
・ ウーロンゴン大学(オーストラリア)

・ シドニー工科大学(オーストラリア)

ジョイント・ディグリープログラム 2018年開始

アメリカ
＜主な招致機関＞
・ マサチューセッツ工科大学
・ ハーバード大学

海外の大学・研究機関から、教育研究ユニットの招へい

2018年度 27件 373人が受講

2019年度 20件 444人が受講

2018年度 25名の研究者を招へい

2019年度 17名の研究者を招へい

招へい研究者による特別講義
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プロジェクト研究の推進
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・ 工学、医学分野の先端研究拠点と連携、ヒトに関する新規学術分野を確立
・ 医療、公衆衛生、製品設計が抱える諸問題を解決・国際標準化から、中京地域におけ

る産業振興まで縦断的な貢献

ヒトに関する学術分野確立のための先端医用物理・情報工学研究センターを開設
(2019年4月)

センター概要 他機関等との連携実績
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プロジェクト研究の推進
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・ エレクトロニクス分野の先端研究拠点、及び基礎・応用研究を推進
・ オープン＆クローズ戦略を念頭に国際市場を獲得するルール形成型研究の仕組みを構築

デジタル社会を支える通信の高信頼化を担う未来通信研究センターの開設(2021年1月)

センターの位置づけと概要

すでに自動車分野では「次
世代車載ネットワーク研究
所」を開設しており、本セン
ターとの連携で、より競争力を
高めることが可能。
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産業界との連携強化
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・ 企業、大学、研究機関の組織横断的な対話や実践の場を提供し、人材育成を起点と
した価値創造をサポート

・ 2019年度は、サービス・イノベーション・コンソーシアム(参加企業7社)と人工知能技術戦
略コンソーシアム(参加企業7社)を立ち上げ

産学官金連携コンソーシアム制度の導入(2019年4月)
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産業界との連携強化
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・ 企業支援の知見と実績を有する株式会社経営共創基盤と連携し、大学の持つ“知・技
術”の価値最大化を目指し新会社を設立

・ 新会社を通じ、名工大の持つ先端技術の社会実装を強化するとともに、その価値を新た
な研究にフィードバックする「社会実装と研究の循環スキーム」を発展

技術研究の社会実装を加速する新会社 名古屋工業大学共創基盤の設立
(2020年6月)
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（出典）「令和元年度 大学等における産学連携等実施状況について」 文部科学省

民間企業との共同研究
研究者１人当たりの研究費受入額
国立大学86校中 第5位

（単位:千円）

産業界との連携強化 －民間との共同研究－

地域社会との産学連携(地方別)
東海地方(岐阜、静岡、愛知、三重)
同一県内企業及び地方公共団体
との共同・受託研究実施件数 第3位
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ダイバーシティ環境の整備
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・ 助教で採用した女性研究者が、在職中に博士の学位を取得できる制度を創設
・ 優れた女性研究者の裾野を拡大、ダイバーシティーインクルージョン環境を推進し、研究

力強化を図るもの

女性研究者育成戦略 －スタートアップ助教の創設ー

(1) 博士前期課程修了見込み者(又は修了者)で、

助教を目指す若手の女性を「スタートアップ助教

(任期５年)」として採用。

(2) 任期中に、博士の学位を取得。

(3) 研究業績に応じて、ステップアップ。

制度概要



名古屋工業大学Nagoya Institute of Technology

目次

１．大学改革・教育研究活動報告

２．業務・決算報告

(1) 業務実績評価結果

(2) 運営費交付金の状況

(3) 2019年度財務状況

３．質疑応答

19



名古屋工業大学Nagoya Institute of Technology

2019年度 業務実績評価結果

国立大学法人の年度評価とは?
各法人が定める中期計画(※)の進捗状況を、年度計画の実施状況等に基づき
国立大学法人評価委員会が評価するもの ※第３期(2016～2021年度の6年間)

20

項 目 本学の評価結果 全法人の評価結果（84法人）

（１）業務運営の改善
及び効率化

４
順調に進んでいる

６:特筆すべき進捗状況にある 3法人（4％）
５:順調に進んでおり一定の注目事項がある 4法人（5％）
４:順調に進んでいる 75法人（89％）
３:おおむね順調に進んでいる 1法人（1％）
２:やや遅れている 0法人（0％）
１:重大な改善事項がある 1法人（1％）

（２）財務内容の改善 ５
一定の注目事項がある

６:特筆すべき進捗状況にある 0法人（0％）
５:順調に進んでおり一定の注目事項がある 9法人（11％）
４:順調に進んでいる 75法人（89％）
３:おおむね順調に進んでいる 0法人（0％）
２:やや遅れている 0法人（0％）
１:重大な改善事項がある 0法人（0％）

（３）自己点検・評価
及び情報提供

４
順調に進んでいる

６:特筆すべき進捗状況にある 0法人（0％）
５:順調に進んでおり一定の注目事項がある 0法人（0％）
４:順調に進んでいる 84法人（100％）
３:おおむね順調に進んでいる 0法人（0％）
２:やや遅れている 0法人（0％）
１:重大な改善事項がある 0法人（0％）

（４）その他業務運営に
関する重要目標

４
順調に進んでいる

６:特筆すべき進捗状況にある 0法人（0％）
５:順調に進んでおり一定の注目事項がある 2法人（2％）
４:順調に進んでいる 80法人（95％）
３:おおむね順調に進んでいる 1法人（1％）
２:やや遅れている 1法人（1％）
１:重大な改善事項がある 0法人（0％）
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2019年度 業務実績評価結果
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本学の取組のうち、「注目すべき事項」と評価された事項

a) 業務運営の改善及び効率化に関する目標

① 優秀な女性研究者の確保と新たなキャリアパスの形成(スタートアップ助教の創設)

b) 財務内容の改善に関する目標

① 「産学官金連携コンソーシアム制度」の活用

② 年度計画を著しく上回る計画の実施
令和元年度は211件の設備共用利用(受託試験)を実施しており、年度計画に掲げる目標である「年

間130件以上の設備共同利用(受託試験)を実施する」を著しく上回っていると認められる。

c) 教育研究等の質の向上の状況

① 海外大学との共同研究指導体制の確立(コチュテル・プログラム)

② 先端医用物理・情報工学研究センターの設立及び研究成果の社会への還元

特に熱中症対策の研究成果については、新聞報道20件、TV報道19件の啓蒙活動につながっている。
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国立大学法人運営費交付金予算額の推移

23

12,415 

10,790 

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

▲1,625億円
（▲13％）

第１期中期計画期間 第２期中期計画期間 第３期中期計画期間

（出典）文部科学省作成資料より名古屋工業大学作成

（単位:億円）

国立大学法人運営費交付金交付予算額の推移
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（年度）

名古屋工業大学 運営費交付金交付額の推移

※1 本グラフにおける交付額は、退職手当等の特殊要因経費を除いた金額を記載しています。
※2 2020年度以降は、内閣府に計上された授業料減免分(見込額100百万円)を含んだ当初金額となっています。

▲648百万円
（▲14％）

＋364百万円
（+9％）

第１期中期計画期間 第２期中期計画期間 第３期中期計画期間

法人化後の18年(2004年度～2021年度)で、

▲284百万円（▲6％）

名工大の運営費交付金交付額の推移 (※1)

（※2）
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運営費交付金の配分 －業務実績評価に基づく配分－

・ 国立大学法人は、中期目標期間における業務実績に対して、第３者からなる「国立
大学法人評価委員会」の評価を受審することを、法律上義務付け

・ 当該受審結果については、翌中期目標期間における運営費交付金の積算に反映

名工大の第２期中期目標期間 業務実績評価結果

評価の結果、
第3期の運営費交付金が
加算配分(約40百万円)
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運営費交付金の配分 －重点支援評価に基づく配分－

（出典）文部科学省作成資料より抜粋

・ 2016年度より「３つの重点支援の枠組み」を創設
・ ３つの枠組みごとに、各大学が設定した評価指標(KPI)に基づく評価を行い、

運営費交付金の配分に反映
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運営費交付金の配分 －重点支援評価に基づく評価－

・ 本学は、重点支援①(地域のニーズに応える人材育成・研究を推進)を選択
・ 重点支援評価がスタートした2016年度以降、概ね良好な評価を得ている

27

① 「工学デザイン科目」等実践的な科目における学外機関在籍

者による授業科目割合の増加状況

② 第一部卒業生・博士前期課程修了生の就職率の状況

③ 海外で専門分野研修を行う学生数の増加状況

④ イノベイティブインターンシップ(学びあいプロジェクト)における参加

学生数の増加状況

⑤ フロンティア研究院による優秀な外国人研究者の招致状況

⑥ 教員の海外研究機関への派遣状況

⑦ 国際共著論文(本学教員が責任著者)の公表状況

⑧ 実践的研究(共同研究)の実施状況

⑨ 外国人、若手研究者、企業在籍者等の在籍状況

⑩ 女性研究者比率の増加状況

⑪ 年俸制適用教員の比率の増加状況

名工大の評価指標 (KPI)名工大の評価率及び加算額

年度 評価率 加算額

2016 107.8% 2.4百万円

2017 102.7% 0.8百万円

2018 103.6% 1.1百万円

2019 102.5% 2.6百万円

2020 105.0% 4.2百万円

2021 105.0% 3.4百万円
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運営費交付金の配分 －成果を中心とする実績状況に基づく配分－

・ マネジメント改革を推進するとともに、教育・研究の更なる質の向上を図るため、成果に
係る客観的・共通指標により実績状況を相対的に把握、これに基づく配分を実施

→ 各大学の成果・実績について相対評価、運営費交付金配分額に反映

28

（出典）文部科学省作成資料より
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名工大の各指標別配分率及び加算額

・ 新たに導入された「共通指標による成果・実績に基づく評価」においても、
良好な評価を得ている

運営費交付金の配分 －成果を中心とする実績状況に基づく配分－

29

2019年度 2020年度 2021年度
① 卒業・修了者の就職・進学率　 - 100% 115%
② 博士号授与率　 - 105% 95%
③ カリキュラム編成上の工夫の状況　 - 115% 120%
④ 若手研究者比率　 100% 95% 95%
⑤ 常勤教員当たり研究業績数　 - 115% 120%
⑥ 常勤教員当たり科研費受入件数・受入額　 - 110% 115%
⑦ 常勤教員当たり受託・共同研究等受入額　 110% 115% 120%
⑧ 人事給与マネジメント改革状況　 105% 115% 120%
⑨ ダイバーシティ環境醸成の状況　 - 100% 95%
⑩ 会計マネジメント改革状況　 105% 115% 95%
⑪ 経営資金獲得実績　 95% 105% 100%
⑫ 施設マネジメント改革状況　 105% 100% 115%

加算額 5.3百万円 24百万円 16.5百万円

指標
各指標配分率
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教育経費

1,091
9%

研究経費

1,245
11%

教育研究支援経費

365
3%

受託研究費等

1,674
15%

人件費

6,355
56%

一般管理費

財務費用

694
6%

費用
11,425

経 常 費 用

運営費交付金

収益

4,852
42%

学生納付金収益

3,378
29%

受託研究等収益

2,000
18%

寄附金収益

267
2%

補助金等収益

35
0%

雑益

439
4%

その他

544
5%

収益
11,515

（単位:百万円） （単位:百万円）

2019年度 損益計算書の概要

31

経 常 収 益
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262 290 295 315 330 370 

199 168 145 164 143
135

148 173
124

145 139 136

105 113
123

113 107 104

357 342
310

331 405 345

1,071 1,085
998

1,067
1,123 1,091

0

200

400

600

800

1,000

1,200

2014 2015 2016 2017 2018 2019

奨学費 水道光熱費
消耗品費・備品費 減価償却費
その他

教育経費

（年度）

教育経費の推移（2014 - 19年度） 2019年度 教育経費の内訳

奨学費

370
34%

水道光熱費

135
12%

消耗品費・備品費

136
12%

減価償却費

104
10%

報酬・委託・手数料

133
12%

旅費交通費

76
7%

修繕費

23
2%

賃借料

53
5%

その他

60
6%

（単位:百万円）

教育経費

1,019

（単位:百万円）

32

(国立大学法人等の業務として学生等に対して行われる教育に要する費用)
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奨学金

71 
19%

授業料免除

262 
71%

入学料免除

34 
9%

検定料免除

3 
1%

奨学費 –学生への経済的支援－

2019年度 奨学費の内訳

奨学費
370

（単位:百万円）

奨学金の内訳 金額

名古屋工業大学ホシザキ奨学金 40

名古屋工業大学基金 31

合 計 71

（単位:百万円）

授業料免除の内訳 金額 人数※

工学部 第Ⅰ部 129 250

工学部 第Ⅱ部 5 19

大学院 博士前期課程 107 205

大学院 博士後期課程 21 40

合 計 262 514

（単位:百万円）

※ 人数については、全額免除及び半額免除を含みます。
また、前期免除者と後期免除者の平均人数としています。
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名古屋工業大学

 年間144万円(12万円×12月)の返還不要奨学金
 将来ものづくりに携わることを希望し、経済的に修学が困難な学生を支援
 学修・研究に集中できるよう充分な金額を2年間継続給付

名古屋工業大学ホシザキ奨学金

SDF株
45,000株

配当金

坂本ドネイション・ファウンデイション株式会社（SDF社）

SDF社は公益法人等に対する寄附を事業としている。 SDF社株

奨学費 －名古屋工業大学ホシザキ奨学金－

・ 株式を寄附として受入れ、その配当金を原資に奨学金を運用（日本初の取組み）
・ 2019年度は、学生14名に対して総額40百万円を支援

34

株式寄附
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810 775 684 646 
471 

319 

431 461 
432 407 

398 

421 

217 188 
168 

174 

160 
150 

418 395 
438 

385 

392 

355 

1,876 1,818 
1,722 

1,613 

1,420 

1,245 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

2014 2015 2016 2017 2018 2019

減価償却費 消耗品費・備品費 水道光熱費 その他

研究経費

減価償却費

319
26%

消耗品費・備品費

421
34%

水道光熱費

150
12%

旅費交通費

118
9%

報酬・委託・手数料

104
8%

修繕費

58
5%

その他

75
6%

（単位:百万円）

研究経費

1,245

研究経費の推移（2014 - 19年度） 2019年度 研究経費の内訳

（年度）

（単位:百万円）

35

(国立大学法人等の業務として行われる研究に要する費用)
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外部資金の受入額 －寄附金、受託研究費、共同研究費－

657 684 757 809 775 807

415 477

666
711

936
1,145

8
15

84
75

133

107

220
254

236
263

319

241

0

400

800

1,200

1,600

2,000

2,400

2014 2015 2016 2017 2018 2019

（単位:百万円）

（年度）

■寄附金

企業や個人から教育研究の充実

等を目的として寄附されるもの

■受託研究費

公的機関等からの委託研究を

行うために受け入れる資金

■共同研究費

企業等との共同研究を行うために

受け入れる資金

■受託事業費等

公的機関等からの委託事業を

行うために受け入れる資金

36

・受託研究費は大きく増加、共同研究費は概ね横ばいで推移
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間接経費の使途

人件費

157
33%

光熱水費

144
31%

物件費

46,10%

施設・設備維持管理

54,11%

その他

70,15%

（単位:百万円）

合計
470

・ 間接経費とは、研究実施に伴う研究機関の管理等に必要な経費として、
研究に直接的に必要な経費の一定比率で配分される経費

・ 大学の研究環境の改善・機能向上、及び維持・管理に必要な経費として活用

37

2019年度 間接経費の使途
主な使途

人件費
URA、産学官金連携機構(ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ、共用
設備ｵﾍﾟﾚｰﾀｰ、事務補佐員他)、研究支援
課・経理課他(特任職員・事務補佐員)

光熱水費 大学全体の電気・ガス・水道料について、その
一部を負担

物件費 測定室運営費(共用設備消耗品他)、大型設
備整備

施設・
設備維持管理

大学全体の電気設備の保守について、その一
部を負担
測定室運営費(共用設備保守・修繕)

その他
特許出願経費、産学官金連携機構運営費
(活動費、技術移転業務委託、ﾃｸﾉﾌｪｱ他)、
消費税
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1,716 1,791 1,814 1,852 1,892 1,860 

3,901 4,035 4,008 4,064 4,073 4,100 

400

600

800

1,000

1,200

1,400

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

2014 2015 2016 2017 2018 2019

職員 教員 役員 支給人数

報酬・給与等の推移（2014 - 19年度）

役員報酬等

75 
1%

教員

給与等

4,100 
65%

職員

給与等

1,860 
29%

退職金

321 
5%

2019年度 人件費の内訳

人件費
6,356

人件費

（単位:百万円）
（人）

（単位:百万円）

※ 推移の金額(左側棒グラフ)は、退職金を除いた額を記載しています。

※ 支給人員については、年間平均支給人員数を記載しています。
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439

343

0

100

200

300

400

500

2015 2016 2017 2018 2019

（単位:百万円）

（年度）

光熱水費削減の取り組み

光熱水費の推移

39

・ 2015年度と比較して、95百万円(約20％)の削減
・ 経費の削減と省エネルギー化の推進のため、光熱水費削減分を更なる省エネのた

めの施設・設備の整備に充当

95百万円の削減
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当期総利益

✔ 2019年度は、当期総利益 107百万円 を計上。

✔ 上記の当期総利益60百万円については、
教育研究の質の向上及び組織改善に係る積立金（目的積立金）として
文部科学省に申請（2020年９月承認）。

✔ 目的積立金については、国際交流会館の整備等に充当予定。

当期総利益

目的積立金相当額（現金の裏付けがある利益）
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2019年度 貸借対照表の概要

区 分 金 額

資産の部 45,160

【固定資産】 41,549

土地 15,124

建物・構築物 13,450

機械装置・工具器具備品 1,421

図書、美術品など 3,914

無形固定資産 80

投資有価証券 7,560

【流動資産】 3,612

現金及び預金 3,046

その他の流動資産 567

資 産 合計 45,160

区 分 金 額

負債の部 18,789

未払金 939

リース・PFI債務 1,183

寄附金債務 9,252

前受受託研究費等 439

資産見返負債 6,136

その他の負債 843

純資産の部 26,372

資本金 28,577

資本剰余金 △2,526

利益剰余金 321

負債・純資産 合計 45,160

（単位:百万円）
（2020年３月31日現在）
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12,000

12,500

13,000

13,500

14,000

14,500

15,000

22,000

22,500

23,000

23,500

24,000

24,500

25,000

25,500

2014 2015 2016 2017 2018 2019

取得価格(左軸) 期末帳簿価格(左軸)

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

15,000

2014 2015 2016 2017 2018 2019

取得価格(左軸) 期末帳簿価格(右軸)

（単位:百万円）

（年度）

固定資産の推移

（単位:百万円）

（年度）

建物（教育研究棟、課外活動施設など） 工具器具備品（大型実験機器など）

・ 近年、固定資産の帳簿価格(※)が減少傾向であり、
施設・設備の老朽化が懸念される

42

※会計上の資産評価額のこと。
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施設の老朽化

１号館 (改修中) 築年1987年、築33年

２号館 築年1994年、築26年

６号館 築年1999年、築21年

国際交流会館
築年1989年、築31年

・ 大学の自己資金で改修中

・ 概算工事費 ４億４千万円

汚水管腐食による漏水 屋上防水劣化による漏水
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44

大学基金事業

44

＜主な基金の使用使途＞

✔ 学生のへの支援(研究、課外活動等)

✔ 社会貢献活動への支援

✔ 国際交流の推進

一般基金

大学の教育研究、社会貢献、国際交流など大学
の活動推進のため、幅広く活用する基金です。

大学の特定の事業やプロジェクトなどの支援
に活用する基金です。

✔ ひとづくり未来基金(※)
→ 経済的理由により修学が困難な学生を支援

✔ 若手研究者支援基金
→ 学生又は若手研究者を支援

土地、建物、株式などの現物資産によるご寄附

https://www.nitech.ac.jp/kikin/index.html 名工大基金

特定基金

現物資産基金

✔ 新型コロナウイルス感染症に伴う学生援助

✔ 名工大発ベンチャー応援基金

✔ 緑化基金

※2021年4月より特定基金へ組入予定

名古屋工業大学基金

＜課外活動、学生教育プログラム支援＞

✔ ボート部応援基金

✔ 学生フォーミュラプロジェクト基金 他
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国際交流の推進 7百万円

〇 海外からの留学生への支援
〇 国際交流事業

学生への支援 28百万円

〇 学生の海外派遣(留学)支援
〇 学生への奨学金支給
〇 学生プロジェクト・課外活動支援

〇 学術研究振興の助成
〇 特定基金(緑化基金)における事業 他

その他 4百万円

大学基金の活用 2019年度基金事業報告
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○ 2021年3月現在、40百万円のご寄附を受入
○ 2020年度は、自宅外学生への緊急支援金として9.5百円を活用 (引き続き、学生援助のため活用させていただきます)

(その他、自己収入財源から、在学生全員に対し生活支援金26百万円(＠5千円)を支援)

新型コロナウィルス感染症に伴う学生援助 (2020年度～)

特定基金による課外活動、学生教育プログラムの援助 (2020年度～)

〇 NITch cosmo village(国際学生寮)の整備
→ 基金を活用して、敷地の一部を取得

46

大学基金の活用 その他

○ 特定の課外活動や
学生教育プログラムに、
基金の使い道を特定して寄附 ボート部 ヨット部 剣道部 ｱｲｽﾎｯｹｰ部

ラグビー部 人力飛行機 学生ﾌｫｰﾐｭﾗ

○ 課外活動環境整備等へ活用

教育環境の整備 (2016年度)
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2017/11/17 日本経済新聞 ttps://www.nikkei.com/article/DGXMZO23617960X11C17A1LX0000/ 2018/3/1 日刊工業新聞 https://www.nikkan.co.jp/articles/view/00463842

大学基金事業へ寄附のお願い

本学での事例

・ 2018年度 卒業生(S49機械卒)から、ソーラーカー部の活動資金として100万円のご寄附

・ 2018年度 卒業生(S36金属卒)から、ヨット部の活動資金として500万円のご寄附
・ 2019年度 卒業生(S55電気卒)から、ソーラーカー部の活動資金として100万円のご寄附

47

・ 2020年度 卒業生(S36金属卒)から、ヨット部の活動資金として6,400万円のご寄附
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48

大学基金事業へ寄附のお願い

48

名古屋工業大学は、産業界、地域社会
そして卒業生の皆様から支持される

魅力的な大学づくりを目指しています。
世界へ羽ばたく多くの学生・研究者を支援するため、

皆様からのご寄附・ご支援をお願いいたします。
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